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１． はじめに 

平成 2年に「『多自然型川づくり』の推進について」

が通達され、生物の良好な生息・生育環境への配慮、

あわせて美しい自然景観の保全・創出を目的に「多自

然型川づくり」の取り組みが始まった。 

この多自然型川づくりのフォローアップにおいて、

課題の残る川づくりの改善を特に中小河川を中心とし

て指摘されたことから多自然川づくりの新たな展開を

図るべく「多自然川づくり基本指針平成 18 年 10 月」

が定められた。また、中小河川の河道計画の具体的な

手法を定めた「中小河川の河道計画技術基準平成 20

年 3 月」が通知された。その後、課題として残されて

いた河岸・護岸・水際部の計画・設計に関する内容が

付加され、平成 22 年 8 月に「技術基準」が改訂された。

この改訂に対応し、平成 23 年 10 月にポイントブック

Ⅲが刊行された。河岸、護岸、水際部の計画・設計手

法を中心にこれまでのポイントブックの内容にも必要

な見直しを加えて、多自然川づくりに関する一連の考

え方を解説書として取りまとめた。 

上記基本指針の中で、多自然川づくりは「河川全体

の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文

化との調和にも配慮し、河川が有している生物の生

息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出

すること」とされ、すべての川づくりの基本として進

めるという方向性が示されている。 

多自然川づくりの現場では、前述の「中小河川に関

する河道計画の技術基準」等の考え方を基本としつつ、

具体の現場毎の特性に応じた適切な手法、計画とする

ことが重要である。そのためには、多自然川づくりに

関する知見や技術の普及、既往の多自然川づくりに関

する具体事例の情報共有と人材育成が課題となる。 

 

２．多自然川づくりサポートセンターの活動状況 

平成20年2月に多自然川づくりの新たな展開に対応

し、現場に対する技術的な支援、市民との連携の強化、

川づくりに関する相談窓口、情報共有等を目的とし、

公益財団法人 リバーフロント研究所は「多自然川づ

くりサポートセンター（以下、サポートセンター）」を

設置し、平成 24 年度も初期の目的にそって以下の活動

を行った。 

① 多自然川づくりに関する事例・写真等収集・整理 
② 多自然川づくりに関する各種講習会やセミナー等
の支援 

①に関しては全国の多自然川づくりの事例写真の収

図－1 サポートセンターの対応実績 
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集・整理や「多自然川づくり全国担当者会議」での発

表事例を対象に資料の収集整理を実施した。②に関し

ては、自治体職員を対象とした多自然川づくりに関す

る研修会への講師派遣、多自然川づくりの現場からの

問い合わせ対応などを行った。 

サポートセンターは平成 20 年度より活動を開始し

ており、対応状況は図－1のとおりである。このうち、

平成 24 年度にサポートセンターに寄せられた相談・依

頼の内容は、川づくりのプロセスに関する相談が 3件、

技術に関する相談が 20 件となっており、講師派遣が全

体の 57％（13 件）となり、例年以上に講師派遣に関す

る問い合わせが多かった。問い合わせの内容別に分類

した結果を図－2に示す。 

 

 

図－2 平成 24 年度サポートセンターの対応実績 

 

相談者は、河川管理者である行政関係者、河道設計

に係わる民間技術者、住民（NPO を含む）など多岐に

わたる。 

相談内容も、中小河川に関する河道計画の技術基準

について解説した『多自然川づくりポイントブックⅢ』

（平成 23 年 10 月）の内容解説に関する講師派遣や現

地へのアドバイザー派遣など、川づくりに関する技術

的な内容から川づくりのプロセスに至るまで幅広い内

容となっている。 

 

写真－1 講習の様子 

 

写真－2 研修での現地踏査の様子 

 

 

写真－3 現地踏査結果を整理した様子 

 

 

写真－4 模型を使った研修の様子 

 

３． 今後の対応 

サポートセンターの活動は多自然川づくりの普及、

川づくりの質の向上の一端を担うものである。 

今後はこれまでの経験と蓄積された情報を踏まえて、

技術的な支援を継続していくとともに、技術アドバイ

ザー、地域との連携手法、合意形成プロセス、評価シ

ステムなど多自然川づくりを支援していくための体制

や仕組みを構築し、全国展開を図っていくことが重要

と考える。 
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